
独立行政法人日本スポーツ振興センター 

平成 28年度第 2回契約監視委員会審議概要 

 

１ 開 催 日 

平成 28年 6月 8日（水）16時 00分～17時 30分 

 

２ 開催場所 

本部事務所特別会議室 

 

３ 出席委員（敬称略） 

委員長 清水 幹裕（弁護士） 

委 員 青山 伸一（公認会計士） 

委 員 村岡  功（監事） 

委 員 大橋 玲子（監事） 

 

４ 議  題 

（１）平成 28年度調達等合理化計画の策定に関する点検について 

（２）複数年一者応札・応募事案の随意契約事前確認公募への移行について 

 

５ 審議概要 

（１）平成 28年度調達等合理化計画の策定に関する点検について 

事務局から、平成 28 年度調達等合理化計画決定までのスケジュール及び平成 27 年度

の計画との変更点について説明を行い、その後、委員による点検を行った。 

事務局からは、「調達に関するガバナンスの徹底」に関する新規の取組として、「契約

に係る監督、検査の見直し」、「事業担当部署から契約担当部署への事前付議（スケジュ

ール管理）の徹底」、「出納手続における内部牽制の実施（チェックの徹底）」、「契約事務

マニュアル（契約担当者用）の作成」の 4項目を追加したこと、平成 27年度に「重点的

に取り組む分野」の一つとして掲げていた「一括調達の活用」については項目から削除

したことが説明された。 

委員からの主な意見・質問、それに対する回答は次のとおりである。 

（意見）「出納手続における内部牽制の実施（チェックの徹底）」については既に実施中と

のことであるが、具体的な取組状況を伺いたい。 

（回答）契約部門から電子化した契約書を出納部門に提出し、契約締結を確認した上で出

納手続を行う体制を執っている。 

（意見）「調達に関するガバナンス」に関して、新規の取組が多く設定されているが、それ

には何か理由があるのか。 

（回答）平成 27 年 11月の会計検査院による指摘等を踏まえ、現在、「調達に関するガバナ

ンス」を強化するために取り組んでいる内容について、今回の計画の中で、改めて

課題として設定したところである。 

 



 

（２）複数年一者応札・応募事案の随意契約事前確認公募への移行について 

     一般競争入札を実施した結果、複数年にわたり一者応札となった 8 件の具体的な取組

内容について確認を行い、随意契約事前確認公募への移行案件として適切であるか点検

を行った。 

     委員からの主な意見・質問、それに対する回答は次のとおりである。 

（説明）随意契約事前確認公募の手続は、ホームページ等において特定業者との随意契

約実施予定を掲載し、他の参加者の有無がないかを確認した上で、特定業者との

随意契約の手続を行うものである。仮に他に参加者がいれば、一般競争入札へ移

行する手続となる。 

（意見）随意契約に関する価格の妥当性については、業務の性質（経年劣化や環境状況）、

他機関への実績照会などを含め、十分な検討をして進めてほしい。また、仕様書の

内容については、改善できる部分がないか点検し、その都度見直しを徹底していた

だきたい。 

（回答）例えば特殊な医療機器等については、他法人への実績照会を行うなど検討してい

きたい。また、仕様書の内容の点検を行い、他の業者でも実施可能な業務が含まれ

ていないかなどを確認した上で、業務全体の見直しを検討していく。 

（意見）随意契約事前確認公募への移行後、随意契約による手続となる場合には、価格交

渉ができる仕組みを検討してほしい。特に例年発注するような業務については、発

注者側が価格交渉する姿勢や意識を持つことによって、適正な価格を検証できる要

素の一つとなる。 

（回答）具体的な価格交渉の方法については検討させていただく。他機関では、システム

構築などの専門分野について、外部コンサルティングや専門家による検討チームを

構成し、価格交渉を行っている事例があるようだが、費用も掛かることから案件の

内容を考慮して検討していきたい。 

（意見）それぞれの契約案件について、公告期間の見直しや業者等からの聞き取りなど、

一者応札の改善に向けたこれまでの取組内容を確認した。しかしながら、特殊性が

高い保守点検業務などであり、今後も一者応札になると見込まれるとのことである

から、8 件とも移行案件として整理して良いと思うが、価格については十分配慮さ

れたい。 

 

６ 審議結果 

・平成 28 年度調達等合理化計画の策定に関する点検については、新規の取組事項を含めて、

今後の課題への取組方針について確認を行った。引き続き効果的・効率的に取り組むこと

が必要である。 

・8件の契約案件は、随意契約事前確認公募の移行案件として整理する。移行に当たっては、

主として価格交渉の手段、資料の取得、仕様書の再点検を行い、引き続き適切な契約事務

手続の運用に努めることが必要である。 

 


